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未来投資会議構造改革徹底推進会合 

地域経済・インフラ会合（中小企業・観光・スポーツ・文化等） 

（第９回） 

  

［開催要領］ 

１．日 時：2020年４月13日（月） 

２．開催形式：新型コロナウイルス感染症対策に配慮し、例外的に関係者が予

定していた資料を電子的に提出することにより意見を示す形で

関係者に共有し書面での開催を行った。後日、関係者の確認を経

て本議事録をとりまとめた。 

３．参 加 者： 

三村明夫  本会合会長 

齋藤充弘  一般社団法人日本ボランタリーチェーン協会名誉会長 

全日本食品株式会社相談役 

坂本恒之  株式会社スマイルワークス代表取締役社長   

中川英樹  大阪商工会議所経営情報センター副参事 

 

［議事次第］ 

１．中小企業・小規模事業者等の生産性向上の取組について 

２．事業再編や新陳代謝の促進等による生産性向上と経営者保証に関する取組

について 

３．中小企業へのデジタル実装支援（面的なデジタル化の推進）による生産性

の向上について 

 

［配布資料］ 

資料１－１：中小企業・小規模事業者等の生産性向上の取組について（経済産

業省提出資料） 

資料１－２：（別冊）各業種における生産性向上の具体的な取組（国土交通省、

厚生労働省、農林水産省及び経済産業省提出資料） 

資料２：事業再編や新陳代謝の促進等による生産性向上と経営者保証に関する

取組について（経済産業省及び金融庁提出資料） 

資料３：中小企業へのデジタル実装支援（面的なデジタル化の推進）による生

産性の向上について（経済産業省提出資料） 

資料４：齋藤充弘氏提出資料 

資料５：坂本恒之氏提出資料 

資料６：中川英樹氏提出資料 
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［三村会長のとりまとめ］ 

○各分野での生産性向上の取組について（資料１－１及び資料１－２） 

  中小企業・小規模事業者等の生産性向上の取組を横断的かつ各分野でさら

に進める必要があります。その意味で各分野共通の課題を踏まえたIT等の活

用の促進を内容とする中小企業等経営強化法の基本方針の改訂（資料１－１ 

５ページ）は、ぜひ進めていただきたいと考えます。 

  また、各省庁におかれても資料１－２の「各業種における生産性向上の具

体的な取組」で示された業界毎の取組をさらに強化していただきたいと考え

ます。 

  特に、革新的な製品・サービス開発のための設備投資支援や、小規模事業者

に特化した販路開拓支援、ITツールの導入支援等を複数年にわたり継続的に

実施する仕組みが、令和元年度補正予算「中小企業生産性革命推進事業」で構

築されたので、同事業のフル活用により、低生産性部門への支援やロボット・

ICTの導入加速化等の検討を進めていただきたいと考えます。 

 

○事業再編の推進等について（資料２） 

経済の活性化のためには、創業・新事業展開や事業承継に加え、事業再編等

を通じた新陳代謝の加速が重要です。資料２で示された取組についてしっか

り進めていただきたいと考えます。 

 

○面的なデジタル化を通じた生産性の向上に関する取組について（資料３、資

料４、資料５及び資料６） 

中小企業・小規模事業者の生産性を高めるには、点としての個別企業のIT化

はもとより複数企業間の面的なデジタル化による効率化を図ることも重要で

す。 

全日食チェーンさんからは、本部が主導して、情報システムとサポート提供

のネットワークを築き、組合店舗全体の生産性を向上させている好事例を紹

介頂きました。 

また、事務局の紹介にある通り、サプライチェーンにおいて、事業者間の受

発注取引や金融機関を通じた決済の情報を電子的にやり取りできる「共通EDI」

「全銀EDI」の実用化に向け、インフラ整備が着実に進んでいるとのことです。

これらの実装・普及がサプライチェーン全体の生産性向上に大きく寄与する

ことが期待されます。 

スマイルワークスさんの場合、さらに中小企業社内のバックヤードの統合

システム（ERP）から、これらのEDIまでを一気通貫に連携する仕組みを、安価

に提供するサービスを開始されたとのこと、非常に期待しております。 
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サプライチェーンを牽引する大企業においても、ぜひ、系列全体の生産性向

上を自らの課題と考えて、EDIの普及促進に積極的に取り組んでいただきたい

と思いますし、関係省庁からのバックアップもお願いしたいと思います。 

一方、「面的デジタル化」推進の前提として、さらに、コロナ問題を契機に

機運が高まるテレワーク導入の促進に当たっても、中小企業・小規模事業者が

サイバーセキュリティ対策に適切に取組むことが必要不可欠です。 

その点で、大阪商工会議所が始めたような、安価な伴走支援型のサイバーセ

キュリティサービス事業は、重要な取組と考えます。やはり関係省庁による側

面支援を、お願いしたいと思います。 

 

○成長戦略策定に向けて 

関係各省庁におかれては、本会合の結果を踏まえ、この夏に予定される新た

な成長戦略の策定に向けて施策の具体化を加速していただくようお願い申し

上げます。 


